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12.55%

　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を

　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を

　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を

　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、

　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、

　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、

　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　

　　　　

　　

　（単位：千円）
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162,209 111,355 202,596 262,009 372,585

232 736 837 760 1,075
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国民健康保険特別会計（直営診療施設勘定）

後期高齢者医療特別会計

合　　計　（１）

合　　計　（１）合　　計　（１）

合　　計　（１）

会計名(公営事業会計：除く公営企業）

会計名(公営事業会計：除く公営企業）会計名(公営事業会計：除く公営企業）

会計名(公営事業会計：除く公営企業）

国民健康保険特別会計（事業勘定）

住宅新築資金等貸付事業特別会計
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介護保険特別会計（保険事業勘定）
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赤間駅北口整備事業特別会計
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◎ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移
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　○用語解説

　○用語解説　○用語解説

　○用語解説

・一般会計等：地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模：標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・実質赤字額：当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額であり、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の
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下水道事業会計

特定環境保全等下水道事業特別会計

宅地造成

宅地造成宅地造成

宅地造成

事業

事業事業

事業

法

法法

法

適

適適

適

用

用用

用

企

企企

企

業

業業

業

宅地造成

宅地造成宅地造成

宅地造成

事業以外

事業以外事業以外

事業以外

（黒字の比率（％））

（黒字の比率（％））（黒字の比率（％））

（黒字の比率（％））

法

法法

法

非

非非

非

適

適適

適

用

用用

用

企

企企

企

業

業業

業

宅地造成

宅地造成宅地造成

宅地造成

事業以外

事業以外事業以外

事業以外

渡船事業特別会計
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標準財政規模標準財政規模
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合　　計　（２）

合　　計　（２）合　　計　（２）

合　　計　（２）

漁業集落排水処理施設事業特別会計

宅地造成

宅地造成宅地造成

宅地造成

事業

事業事業

事業

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の

　額を控除した額、法非適用企業の場合：基本的に一般会計等の実質赤字額と同様に算定した額）

・公営企業：地方公共団体が経営する企業（地方公営企業法が適用される法適用企業とそれ以外の法非適用企業に分類）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　指標ともいえます。　　指標ともいえます。

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　より算定します。　　より算定します。

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH27決算数値の場合）

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH27決算数値の場合）　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH27決算数値の場合）

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH27決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b)

比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計
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◎◎◎◎ 実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳

○　「元利償還金等(a)」の内訳○　「元利償還金等(a)」の内訳

○　「元利償還金等(a)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

①元利償還金

▲ 2.2

4.5 4.7

5.4

②積立不足額 300.1

0.0 0.0

0.0

③満期一括償還債

0.0 0.0 0.0

0.0

④公営企業債等繰入額

3.6

▲ 14.5

2.1

▲ 5.5

⑤組合等負担等額

▲ 5.4 ▲ 2.2

1.3

▲ 0.7

⑥債務負担行為

0.9 0.0 4.2

▲ 3.9

⑦一時借入金

▲ 58.9
   皆減

元利償還金等(a)

▲ 1.6

0.2 3.8

2.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳○　「算入公債費等の額(b)」の内訳

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

公債費算入（元利）

6.8 8.9 5.9

2.5

公債費算入（準元利） ▲ 5.9 ▲ 2.4 ▲ 0.6

▲ 2.3

事業費補正（元利）

▲ 2.5 ▲ 4.1 ▲ 4.5

▲ 13.3

事業費補正（準元利） ▲ 3.8 ▲ 7.4 ▲ 3.6

0.7

密度補正（元利）

▲ 2.6

▲ 24.0 ▲ 27.9

▲ 13.7

密度補正（準元利）

▲ 26.5 ▲ 48.6 ▲ 67.9

▲ 57.1

算入公債費等の額(b)

1.4 1.5 1.4

▲ 0.2

◎　一般会計等の負担額（分子）

◎　一般会計等の負担額（分子）◎　一般会計等の負担額（分子）

◎　一般会計等の負担額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b)

増減率 増減率 増減率

増減率

一般会計等の負

担額

▲ 74.0
   皆減    皆増

110.9

H27決算

H27決算H27決算

H27決算

2,436,961

2,436,9612,436,961

2,436,961

33,333

33,33333,333

33,333

H27決算

H27決算H27決算

H27決算

753,881

753,881753,881

753,881

0

00

0

3,812,657

3,812,6573,812,657

3,812,657

3,333

3,3333,333

3,333

422,943

422,943422,943

422,943

569,487

569,487569,487

569,487

346,600

346,600346,600

346,600

164,851

164,851164,851

164,851

H27決算

2,340,331

2,340,3312,340,331

2,340,331

167,329

167,329167,329

167,329

2,283,469

171,336

23,950

23,95023,950

23,950

3,675

3,6753,675

3,675

3,647,806

3,647,8063,647,806

3,647,806

2,155,8191,854,464

871,211

H24決算

1,980,525

3,333

3,587,423

3,587,4233,587,423

3,587,423

37,863

37,86337,863

37,863

2,112,894

H26決算H25決算H24決算

78,177

78,17778,177

78,177

33,333

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算

2,312,9712,208,692

3,333 3,333

2,160,088

833

33,333 33,333 33,333

566,245 573,617612,376 579,212

494,828 512,479 438,315 447,735

H26決算

345,929 360,496

3,731,485

3,731,4853,731,485

3,731,4853,595,847

3,595,8473,595,847

3,595,847

601 247 0 0

463,216

70,687 51,981 26,742 8,571

776,156 748,500838,132

▲ 6,898

▲ 6,898▲ 6,898

▲ 6,898

27,765

3,653,308

3,653,3083,653,308

3,653,308

433,234

3,644,835

3,644,8353,644,835

3,644,835

342,776 345,925

413,667451,772

H25決算

176,503 172,307

H23決算

52,001 50,647 38,487

358,640

358,640358,640

358,640

H23決算

145,715

145,715145,715

145,715

3,499,120

3,499,1203,499,120

3,499,120 3,549,560

3,549,5603,549,560

3,549,560 3,602,745

3,602,7453,602,745

3,602,745

187,541
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0.3% 0.2%

宗像市
◎◎◎◎ 実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳

○　「標準財政規模(c)」の内訳○　「標準財政規模(c)」の内訳

○　「標準財政規模(c)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

標準税収入額等

▲ 1.2

2.0 2.3 3.4

普通交付税額 1.7

▲ 0.1 ▲ 4.8

0.1

臨時財政対策債発行可能額

0.3 5.5

▲ 6.6

▲ 9.7

標準財政規模(c)

▲ 0.1

1.5

▲ 1.0

1.2

算入公債費等の額(b)

1.4 1.5 1.4 ▲ 0.2

◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）

　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b)

増減率 増減率 増減率

増減率

比較する財政の

規模

▲ 0.4

1.5

▲ 1.6

1.5

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率

増減率

▲ 73.9
   皆減    皆増

107.7

○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ

H26決算

3,602,745

3,602,7453,602,745

3,602,745

6,771,537

6,771,5376,771,537

6,771,537

1,675,488

H26決算

3,653,308

3,653,3083,653,308

3,653,308

19,746,373

19,746,37319,746,373

19,746,373

H27決算

H27決算H27決算

H27決算

1,565,635

H27決算

1,413,347

1,413,3471,413,347

1,413,347

3,647,806

3,647,8063,647,806

3,647,806

H24決算

1,587,399

0.23862221

0.238622210.23862221

0.23862221

16,106,413

16,106,41316,106,413

16,106,413

H25決算

3,549,560

3,549,5603,549,560

3,549,560

19,416,901

19,416,90119,416,901

19,416,901

H25決算

0.49311511

0.493115110.49311511

0.49311511 1.02401040

1.024010401.02401040

1.02401040

H25決算 H26決算 H27決算

-0.04282766

-0.04282766-0.04282766

-0.04282766

15,930,101

15,930,10115,930,101

15,930,101

H23決算

19,429,221

19,429,22119,429,221

19,429,221

15,853,702

15,853,70215,853,702

15,853,702

19,709,158

19,709,15819,709,158

19,709,158

11,561,489

11,561,48911,561,489

11,561,489

16,098,567

16,098,56716,098,567

16,098,56715,867,341

15,867,34115,867,341

15,867,341

1,582,405

3,499,120

3,499,1203,499,120

3,499,120

単年度の実質公

単年度の実質公単年度の実質公

単年度の実質公

債費の比率

債費の比率債費の比率

債費の比率

19,507,010

19,507,01019,507,010

19,507,010

10,931,144

7,102,526

11,179,600

6,761,775

H23決算 H24決算

0.91471485

0.914714850.91471485

0.91471485

H23決算

10,849,763

6,997,053

H24決算

10,716,463

7,113,039

3,645 

3,645 3,645 

3,645 

3,587 

3,587 3,587 

3,587 

3,596 

3,596 3,596 

3,596 

3,731 

3,731 3,731 

3,731 

3,813 

3,813 3,813 

3,813 

3,500 

4,000 

4,500 

百万円

元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

146

146146

146

165

165165

165

20%

25%

120

140

160

180

百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

○用語解説

○用語解説○用語解説

○用語解説

・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額

・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額

・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額

・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度

　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの

・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子

・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入

　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算

①元利償還金 ②積立不足額

③満期一括償還債 ④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ⑥債務負担行為

⑦一時借入金

38

3838

38

▲

▲▲

▲ 7

77

7

78

7878

78

1.8%

1.8%1.8%

1.8%

0.9%

0.9%0.9%

0.9%

0.3%

0.3%0.3%

0.3%

0.2%

0.2%0.2%

0.2%

0.4%

0.4%0.4%

0.4%

0.9%

0.9%0.9%

0.9%

0.2%

0.2%0.2%

0.2%

0.0%

0.0%0.0%

0.0%

0.5%

0.5%0.5%

0.5%

1.0%

1.0%1.0%

1.0%

0%

5%

10%

15%

▲ 20

0

20

40

60

80

100

120

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。

　　を示す指標ともいえます。　　を示す指標ともいえます。

　　を示す指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成27年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

　　・平成27年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）　　・平成27年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

　　・平成27年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

　　する上で有益です。　　する上で有益です。

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

＝

－－－－

-

--

-

平成24年度

－－－－

＝

34,573,099

－

－－

－

－

－－

－

平成27年度

将来負担比率

3,647,806

＝

▲ 19,668,149

16,098,567

19,746,373

54,241,248

宗像市

－－－－

平成25年度

－－－－ －－－－

平成26年度

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率
平成27年度平成23年度

◎

◎◎

◎ 将来負担比率の状況と推移

将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移

将来負担比率の状況と推移

○　「将来負担額(A)」の内訳

○　「将来負担額(A)」の内訳○　「将来負担額(A)」の内訳

○　「将来負担額(A)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

①地方債の現在高 1.8 2.5

▲ 1.9

▲ 4.9

②債務負担行為 0.6 0.4 0.4

0.3 ###

③公営企業債等繰入見込額

0.1

▲ 31.3

1.1

▲ 4.2 ###

④組合等負担等見込額

▲ 16.4 ▲ 19.6 ▲ 16.9

▲ 27.3 ###

⑤退職手当負担見込額

5.5

▲ 2.0

▲ 11.6

▲ 10.2 ###

⑥負担見込額〔地方道路公社〕

###

⑦負担見込額〔土地開発公社〕

150.4

   皆減

###

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕

###

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額

###

⑪組合等連結実質赤字額

将来負担額(A)

▲ 0.2 ▲ 6.0 ▲ 3.7

▲ 7.0

○　充当可能財源等(B)

○　充当可能財源等(B)○　充当可能財源等(B)

○　充当可能財源等(B)

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

充当可能基金

0.6 0.3

▲ 10.0

1.4

特定歳入〔都市計画税以外〕

2.4

▲ 23.5

16.7 60.7

特定歳入〔都市計画税〕

▲ 18.8

10.7

▲ 8.8

18.8

交付税算入見込額

0.3 6.9

▲ 0.5

▲ 2.9

充当可能財源等(B)

▲ 0.5

4.9

▲ 3.7

▲ 0.6

◎　実質的な将来負債額（分子）

◎　実質的な将来負債額（分子）◎　実質的な将来負債額（分子）

◎　実質的な将来負債額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕

増減率 増減率 増減率

増減率

実質的な将来負債額

3,569,133

3,208,793

H27決算

25,538,155

25,538,15525,538,155

25,538,155

4,411,892

101,856

H25決算 H26決算

27,353,247

102,194

102,194102,194

102,194

36,755,979

H26決算

0

0 0

54,586,988

54,586,98854,586,988

54,586,988

4,226,669

4,226,6694,226,669

4,226,669

101,453

4,364,842

26,841,064

H27決算

2,966,300

0

00

0

H26決算

37,158,555

37,158,55537,158,555

37,158,555

0

0

▲ 19,668,149

▲ 19,668,149▲ 19,668,149

▲ 19,668,149

38,597,468

38,597,46838,597,468

38,597,468

56,674,702

56,674,70256,674,702

56,674,702

H25決算

170,945146,545

0

54,241,248

54,241,24854,241,248

54,241,248

15,546,409

2,113,655

0

00

0

0

00

0

0

0

79,434

0

0

2,317,564

17,216,737

0

00

41,143,481

41,143,48141,143,481

41,143,481

H23決算

6,349,568

H24決算

26,680,31626,206,286

101,025100,472

6,343,812

3,274,383

0

3,104,366

0

5,309,111 4,438,423

0

198,932

0

▲ 13,007,063

▲ 13,007,063▲ 13,007,063

▲ 13,007,063▲ 13,192,979

▲ 13,192,979▲ 13,192,979

▲ 13,192,979

H23決算

41,042,647

41,042,64741,042,647

41,042,647

187,204

2,579,445

H23決算 H25決算

17,275,529

191,676

36,935,064

▲ 18,077,234

▲ 18,077,234▲ 18,077,234

▲ 18,077,234 ▲ 17,428,433

▲ 17,428,433▲ 17,428,433

▲ 17,428,433

34,547,179

H24決算

54,336,460

54,336,46054,336,460

54,336,460

17,116,622

34,453,189

H24決算

2,094,118

54,049,710

54,049,71054,049,710

54,049,710

00

0

00

0

2,549,200

2,549,2002,549,200

2,549,200

0

2,837,443

0

0

35,693,891

35,693,89135,693,891

35,693,891

2,511,159

2,511,1592,511,159

2,511,159

15,761,521

15,761,52115,761,521

15,761,521

274,677

274,677274,677

274,677

H27決算

2,156,881

2,156,8812,156,881

2,156,881

0

00

0

0

00

0

34,573,099

34,573,09934,573,099

34,573,099



19

　　　　　

　　　　　　　　　　

　　　　　
宗像市

◎

◎◎

◎ 将来負担比率の状況と推移

将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移

将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

標準財政規模（C）

▲ 0.1

1.5

▲ 1.0

1.2

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の

算入公債費等の額(D)

1.4

1.5 1.4 ▲ 0.2

◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）

　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕

増減率 増減率 増減率

増減率

比較する財政の規模

▲ 0.4

1.5

▲ 1.6

1.5

○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ

H27決算

19,746,373

19,746,37319,746,373

19,746,373

H26決算

19,709,158

3,499,120

15,930,101

15,930,10115,930,101

15,930,101

H23決算 H24決算

15,867,341

15,867,34115,867,341

15,867,341

19,429,221 19,416,901

H24決算H23決算 H25決算

3,549,560

19,507,010

3,602,745 3,653,308

16,106,413

16,106,41316,106,413

16,106,413 15,853,702

15,853,70215,853,702

15,853,702

16,098,567

16,098,56716,098,567

16,098,567

H25決算 H27決算H26決算

3,647,806

3,647,8063,647,806

3,647,806

41,143 

41,143 41,143 

41,143 

41,043 

41,043 41,043 

41,043 

38,597 

38,597 38,597 

38,597 

37,159 

37,159 37,159 

37,159 

34,573 

34,573 34,573 

34,573 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

45,000 

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算

百万円

将来負担額（A）の総額及び内訳

①地方債の現在高 ②債務負担行為

③公営企業債等繰入見込額 ④組合等負担等見込額

⑤退職手当負担見込額 ⑥負担見込額〔地方道路公社〕

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕

⑨負担見込額〔地方独法〕 ⑩連結実質赤字額

⑪組合等連結実質赤字額

実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率

54,336 

54,336 54,336 

54,336 
54,050 

54,050 54,050 

54,050 

56,675 

56,675 56,675 

56,675 

54,587 

54,587 54,587 

54,587 

54,241 

54,241 54,241 

54,241 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算

百万円 充当可能財源等（B）の総額及び内訳

交付税算入見込額

特定歳入〔都市計画税〕

特定歳入〔都市計画税以外〕

充当可能基金

○用語解説

○用語解説○用語解説

○用語解説

・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高

・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出

　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）

・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが

　　必要と見込まれる額

・④組合等負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と

　　見込まれる額

・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に

　　おいて実質的に負担することが見込まれる額

・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

　　： 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額やその者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・

　 　経営状況を勘案して一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額

・⑪組合等連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率

実質的な将来負債額（分子） 比較する財政の規模（分母） 将来負担比率


